
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇

編 集・印 刷
独立行政法人国立印刷局

目

次

平成年月日 火曜日 第号官 報



裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

企
業
年
金
基
金
変
更
関
係

会
社
そ
の
他

〔
告

示
〕

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
登

録
政
治
資
金
監
査
人
名
簿
に
登
録
し
た
者

を
公
告
す
る
件

（
政
治
資
金
適
正
化
委
五
二
）

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
登

録
政
治
資
金
監
査
人
の
登
録
を
抹
消
し
た

者
を
公
告
す
る
件
（
同
五
三
）

〇
遺
伝
子
組
換
え
生
物
等
の
使
用
等
の
規
制

に
よ
る
生
物
の
多
様
性
の
確
保
に
関
す
る

法
律
第
四
条
第
一
項
の
規
定
の
承
認
の
件

（
文
部
科
学
・
環
境
二
）

〇
独
立
行
政
法
人
農
畜
産
業
振
興
機
構
法
施

行
規
則
第
二
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
農
林

水
産
大
臣
が
定
め
る
平
成
三
十
事
業
年
度

に
お
け
る
独
立
行
政
法
人
農
畜
産
業
振
興

機
構
法
第
十
条
第
二
号
の
農
林
水
産
省
令

で
定
め
る
事
業
に
係
る
補
助
の
総
額
を
定

め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
農
林
水
産
二
〇
三
六
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
二
〇
三
七
〜
二
〇
四
四
）

〇
肥
料
を
登
録
し
た
件
（
同
二
〇
四
五
）

〇
動
物
用
生
物
学
的
製
剤
基
準
の
一
部
を
改

正
す
る
件
（
同
二
〇
四
六
）

〇
医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性

及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
第

四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
農

林
水
産
大
臣
の
指
定
す
る
医
薬
品
を
定
め

る
等
の
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
二
〇
四
七
）

〇
中
小
企
業
信
用
保
険
法
第
二
条
第
五
項
第

四
号
の
災
害
及
び
地
域
を
指
定
す
る
件

（
経
済
産
業
一
七
七
）

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
一
〇
九
〇
〜
一
〇
九
二
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
四
国
地
方
整
備
局
六
九
〜
七
一
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
一
三
〇
〜
一
三
二
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

気
象
庁
防
災
業
務
計
画
の
修
正
要
旨
の
公
表

に
つ
い
て
（
気
象
庁
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁押

収
物
還
付
、
建
設
業
の
営
業
の
停
止
命

令
、
建
築
士
懲
戒
処
分
関
係




		2018-10-09T10:00:07+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




